
、

_第３号様式（第15条、第17条、第18条関係）

事業者排出量削減計画書

第２年度
（24）年度

第３年度
（25）年度

基準年度
（20～22）年度

第１年度
（23）年度

１４５１８．７トン16223.4トン１６０５２．６トン１５８９２．８トン１０．６パーセント

１５００６．９トン１６２２３．４トン１６０５２６トン１５８９２．８トン７０パーセント｛1,'０１，１、

基準年度
（20～22）年度

第１年度
（23）年度

第２年度
（24）年度

第３年度
（25）年度

事業の用に供す
る建築物の用途

263.3 ２６１．０ 258.0 255.0 -2.01パーセン
軒業活動に伴う排出ｃ

罫業活動に伴う排出（

基準年度
（22）年度

第１年度
（23）年度

第２年度
（24）年度

第３年度
（25）年度

71.0．ﾝ,171.0ｾﾞﾌﾄ'80.0-｜'80.0.,7’ 

鋒
第１年度

（23）年度

第２年度

（24）年度

第３年度

（25）年度

行丙回苣の列ご泥ｽﾞ０

0.0トン’0.0トン’０．０トン’

注１該当する□には，レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される事業者の方は，レ印の記入は不要です。

２「細分類番号」とは，統計法第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類の細分類番号をいいます。

３．「基箪年度」とは，計画期間の前年度又は計画期間の前の三年度の事業活動に伴う排出の量又は原単位の数値の平均をいいます。

４「増減率」とは，基準年度と比較した計画期間の平均の増加又は減少の割合をいいます。

□新規ロ変更
（宛先）京都府知事．

．．．、 z成２３年９月Ｔ２９ ヨ

住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）

兵庫県神戸市中央区脇浜町２丁目１０番２６号
￣■ 

氏名（法人にあっては,_名称及び代表者の氏名）
株式会社神戸：製鋼所し〃■=ｺﾞ■～

代表取締役l■佐藤i入廣士
電話０７８(－２６１－５１１１

主たる業種

-６ 

その他の金属綿製品製造業
細分類番号 ２１４１/ii719 

事業者の区分

割｡2条第１項第１号

京都府地球温暖化対策条例施行規則2N｡2条第１項第２号又は第３号

;i｡2条第１項第４号

計画期間 i1iI 平成２３年i４月から平成 2１ 6年３月ま+で
‘,｡.；-⑭+Ｐ 

基本方針
各エネルギー消費設備の効率稼働５コ製品製造+工程の簡略化〈 製造条件Iの見直し､;ＩＳＯ１４００１システムを活
用した後戻りの無い環境改善活動などにより、>』原単位当たりの温室効果ガス排出量の年１％以上削減を目指す。

期hぱ．+L－．－~/ＩＩＴ..：田丸'ＩＪＩ''1,,,ｻﾞｺﾞﾉ'1Ｎ汕占:::。;ｉ１､｢‐Ⅱ,■-.,で淵↓ＩＦ….:….::.Ｈ『．:1ｺ'1肌.鮒;諏升T:ユ,“士'１４１－fi2L-6－．１４｝‘望.－．．:--.：’1,砧１Ｍ:二Ⅶ’,～--.…_～～

計画を推進するた
めの体制

工場長をｌＩｉドツプに製造室長を省エネ推進委員長iと処《
中心に温室効果ガス削減を推進していＩくげ

;各部署推進責任者|で構成する省ヱネ6:ロスl卜iダウン会議を

温室効果ガスの排
出の実績及び削減
の目標

温室効果ガスの排出の量

事業活動に伴
－ 

つ 排出の量

評価の対象となる排出の量

目標の根拠

基準年度
,！(20～22)lil年度

第１年度
(23)ず年度

第２年度
(24)Ⅱ年度

第３年度
1(25〕年度

増減率

l4j51867Lトン 16h223.4'１１トン 1a1052.6 トン 15ｹ89288トン 10.6パーセント

15,006.9トン 1６ 22364トン 16,052.6房ﾄﾝ 15,892.8’トン 7.0パーセント

９前ステP-ジにおいて2Ｌ8%の削減を達成じているDlH23年度以降の生産量実見はH20～22年度平均に
対して10%程度の増加見込みでありいＩ生産シフト変更も含めて総排出量の抑制を目指す６
６前提条件としてH24年度お}よびH25年度の生産量及び稼働時間をH23年度並み:とする。

原単位当たりの温
室効果ガス排出量
等

事業の用に供す
る建築物の用途

原単位の指標

iIiiliiリ

工場）'１
ill1 事業活動に伴う排出の量

;i如く:!」(生産量】Ｈ１ｵ１１'1Bｉ
事業活動に伴う排出の量

（） 

原単位の指標及び目標の根拠

基準年度
(20～22)ｈ年度

第１年度
(23）年度

第２年度
(24）年度)１

第３年度
(25)｢年度

増減率
?｢i＿ 

263 １１+ ●； 

胸1帥！

３Ⅱ 

ｉｆｌ’ 

:1261.0 

，Ｉ？ 

258so に季r255.0 -2.01パーセント

パーセント

｜Ｉ． 

`前提条件と|じてH24年度および'125年度の生産量及び稼働時間をH23年度並みとする６
○'生産シフト変更1N(連続操業)により生産効率を上げて､~年1%の削減を目指す６

重点的に実施する取組の実施計画

基準年度
(22)＃１年度

7160 
'《－

セント

第１年度
|砂(23)■年度

7161101； 
パー

セント

?↓ 

第２年度
(24)lLI年度

8080 
,……:'一'‐’《－

セント

少IfIO

第３年度
(25)l｢年度

8001;十i： セ

パー

ント

備考

具体的な取組及び
措置の内容

（２３）（１）年i(｢度

IiItilflh, MＩ 

(11124';；ｉＭ１ｌ'年!〔１１度]i;『

(２５）Ｌ｣年）７カ度

シフト変更による生産の効率化(連続操業】:を図る。■｢～

機器の適正な運転管理に努める871MＦ１強'１
Ｉ 

サブ変電室トランス (2台）を省エ【ネ型に更新する。

通勤における自己
の自動車等を使用
することを控えさ
せるために実施し
ようとする措置

措置の内容

上記の措置を採用する理由

実施じていない｡+ｉｌｈｌ
群-

11.+ 

前…ＩＩＬHliiゴ

｡ 

利便性の良い公共機関の運行が付近に無く（
;実施である〃:;≦wil;|、<ilハル|いｌＩ１ｌｍ沈笘h必wWL]|'｜＿○一娚評」化■「ぷＬ／、…山laH1h，Ｊ‐ｈｌＭ：'!…，幻.い‐

通勤に不都合が生じるため未

森林の保全及び整
備，再生可能エネ
ルギーの利用その
他の地球温暖化対
策により削減する
堂

区分

森林の保全及び整備によるもの

府内産の木材の利用によるもの

再生可能エネルギーを利用した電力又
は熱の供給によるもの

グリーン電力証書等の購入によるもの

温室効果ガス排出量の削減効果分又は温室
効果ガスの吸収効果分の購入によるもの

合計

第１年度

(23）年度 IOU 

､l4iIlI 

iトン

ﾄン

'1いふ「!～ｎトン
ＩＩｒＯＩ０ 

Ⅱ+ 

tflⅡ 

トン

Iliih ﾄン

0.0トン

第２年度
(24)t年度

トン

（、トン

!！[ごif田h(FJJトン
ＩＯＵ 

トン

トン

0.0トン

第３年度

(25）年度

トン

トン

:1ミニニコＬトン

ﾄン

'111ﾆﾐｺ|＃けのトン

0.0トン

備考

地球温暖化対策に
資する社会貢献活
動

，昼休みの天井照明消灯､:,|亭務所常夜灯のLED化ＩＩＴエ'コタ'ソ
てのゴーヤによる:グリーIン力濤テFン化を実施している．ｗ'1

プによる社内パソiコン等の待機電力削減'〈了建物の遮光p三遮熱策とし
零：子 ｜i‘ 

特記事項

Q＝江TLgI工1正剥ぐより直ユーニトノ院弐P￣1ＥＩＬ月Xリボａ/ｖＩＦさにﾖつりも引忽･月X乙jzコニBELREL三巨刃ﾛﾖﾐ刃へ通F四三Iエュド･｣吸ご苧二日更ＵＵＵＵ上FB更｣｣ｺｺｰＣ

2668%の減少､▲製品原単位については41:0%の削減を;連成して:いる。
Q｣工場全体で省エネルギー及び省資源を含むコスiトダウ':ン活動に取り組〃でおり己《Iii直接･間接部門を問わず《ﾊ各部門毎にコスト
ダウン分科会を設けて稲極的にテーマの発掘と実践;を推進じている６


